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〈編注〉分類は50音順。出所のないものは企業

会計基準委員会（ASBJ）。

�会計基準等�
金融商品会計

〈本誌〉金融商品会計　基準改正のここがポイ

ント 2926（７/13）

レポ取引や金融資産の一部譲渡など論点

多く 2928（７/27）

公正価値概念導入へ論点整理公表 2930（８/17）

金融商品会計　IASB案へのコメント検討

 2932（８/31）

金融商品会計，見直し作業など工程確認

　　　　　　　　　　　　　　　2936( 1 0 / 5 )

IASB　金融危機対応で基準第１弾を公表

 2943（11/23）

公正価値測定・開示　懸念は実務負担増

　　　　　　　　　　　　　　　　2945（12/７）

企業結合

「のれん」減損処理と無形資産への配分

が論点に 2928（７/27）

少数株主との取引は「資本取引」に 2947（12/21）

研究開発費

「社内開発費」資産計上へ 2940（11/２）

財務諸表表示

財務諸表・企業結合見直しの論点整理公表

 2926（７/13）

包括利益の表示は短期的に対応 2927（７/20）

収益認識

出荷基準は認められない方向 2925（７/ 6）

JICPA　収益認識に関する研究報告を公表

 2927（７/20）

「収益認識」の論点整理を９月に公表　

　　　　　　　　　　　　　　　2931（８/24）

工事進行基準による収益認識は困難に

 2933（９/７）

〈本誌〉収益認識における「出荷基準」廃

止の影響 2938（10/19）

IASB　支配の移転に関し複数の判断指

標を提示 2943（11/23）

セグメント

〈本誌〉マネジメント・アプローチ，各

社の対応は？  2937（10/12）

退職給付会計

積立状況をB/S計上へ 2931（８/24）

退職給付債務算定の「簡便法」は存続へ

 2938（10/19）

引当金

「引当金」の論点整理，９月にも公表　

経財ニュース・トピックス

総合索引
21 No.2925 ～2947

７月～ 12月

年
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　　　　　　　　　　　　　　　2927（７/20）

引当金に関する論点整理を公表議決

　　　　　　　　　　　　　　　　2933（９/７）

包括利益

「包括利益」導入を暫定合意� 2941（11/９）

包括利益導入で関連基準も改正へ� 2944（11/30）

無形資産

「無形資産に関する論点整理」を公表議決

　　　　　　　　　　　　　　　　2947（12/21)

リース

リースの使用権モデルに条件付き同意　

　　　　　　　　　　　　　　　2928（７/27）

大和総研調査　輸送用・電気機器，卸売

などで持合い解消進む� 2944（11/30）

ASBJ/FASFレポート

第180回　財務諸表の表示及び企業結合

見直しの論点整理を公表議決� 2926（７/13）

第181回　金融商品などの検討状況をめ

ぐり議論� 2928（７/27）

第182回　公正価値測定・その開示に関

する論点整理（案）を議決� 2931（８/24）

第183回　金融商品会計の見直し，「その

他有価証券」の分類は現行維持が多数 

� 2932（8/31）

第184回　「収益認識」および「引当金」

の論点整理（案）を議決，プロジェク

ト計画表を更新へ� 2933（９/７）

第185回　「無形資産」の定義を整理 

� 2936（10/５）

第186回　アセット・シーリング規定の

対応は見送りに� 2937（10/12）

第187回　包括利益の表示方法� 2939（10/26）

第188回　「包括利益」表示の導入を暫定

合意� 2941（11/９）

第189回　“過年度遡及修正” の基準を次

回議決� 2943（11/23）

第190回　会計上の変更・誤謬の訂正に

関する基準案を公表議決� 2945（12/７）

第191回　「無形資産」の論点整理を公表

議決� 2947(12/21)

その他

〈本誌〉21年３月期　固定資産の減損損

失が倍増� 2930（８/17）

〈本誌〉20年10月～ 21年２月期　会計処

理変更は85件� 2932（８/31）

〈本誌〉資産除去債務の会計処理� 2932（８/31）

〈本誌〉連結損益計算書に新表示項目「少

数株主損益調整前当期純利益」� 2934（９/14）

〈本誌〉21年３月期　会計処理の変更は

184社・202件� 2934（９/14）

〈本誌〉「会計方針の変更」項目別一覧　

　　　　　　　　　　　　　　　2934（９/14）

基準開発に「意思確認」制度を導入� 2936（10/５）

「繰延資産」廃止の方向へ� 2939（10/26）

「料金規制事業」基準案に英豪から反対

意見� 2943（11/23）

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する基

準を公表� 2945（12/７）

国際会計基準関係

FASFら市場関係者，IFRS導入の推進体

制を発足� 2925（７/６）

〈本誌〉国内企業同士の合併でも米SEC

に登録義務� 2928（７/27）

金融庁・三井課長，IFRSはカーブアウ

トせず� 2929（８/３）

〈弊社〉IFRS導入に向け各社とも情報収

集を本格化� 2931（８/24）

プロジェクト計画表更新� 2934（９/14）

IASCF　評議員会が説明責任強化策を

提案� 2935（９/28）

IASB　退職給付債務の割引率は優良社

債の利回りに� 2936（10/５）

JICPA　IFRS適用，CESR・DBの抜粋事

例を邦訳� 2937（10/12）
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IASB　「料金規制事業」に関する基準策

定へ� 2937（10/12）

中小法人のIFRS対応を支援� 2938（10/19）

IASB　OCI表示，受配の利益認識を容

認へ� 2939（10/26）

IASB がIFRSの解釈で日本向け窓口 

� 2939（10/26）

IASCF　定款見直しで円卓会議開催 

� 2939（10/26）

IFRS９号，EFRAGは支持表明を延期 

� 2944（11/30）

IASB　「数理計算上の差異」即時費用認

　識は撤回� 2945（12/７)

〈本誌〉経理担当者が悩む “IFRS” ５つ

の疑問� 2946（12/14)

�開示関係の法令・制度等�
金融庁関係

IFRS任意適用に向け連結財規等改正案

を公表� 2925（７/６）

金融庁　四半期レビュー基準を改訂�2925（７/６）

GC注記に係る四半期・中間財規等を改正 

� 2927（７/20）

有報の虚偽記載等で12件の課徴金納付命

令勧告� 2933（９/７）

定時総会前の有報提出を可能に� 2938（10/19）

開示府令等の改正案を公表� 2942（11/16）

IFRS適用で連結財規等年内改正へ� 2945（12/７）

IFRS適用で連結財規等を11日に改正、

同日施行� 2947（12/21）

内部統制関連

本誌　３月期・2,670社の内部統制報告書 

� 2926（７/13）

内部統制RT　２年目に向け課題確認�

� 2943（11/23）

証券取引所関係

全国証取　平成20年度株式分布状況調査 

� 2926（７/13）

約1,000社でインサイダー取引発生の危

険性高い� 2931（８/24）

その他

「監査報酬」　新様式での開示始まる 

� 2925（７/６）

〈本誌〉平成20年度　東証ディスクロ表

彰７社に聞く　「我が社の情報開示・

新制度への取組み」� 2928（７/27）

法務省　会社計算規則，一部改正へ�2931（８/24）

民主党の「公開会社法」構想� 2935（９/28）

ディスクロ優良企業選定発表� 2938（10/19）

JICPA　臨時計算書類の作成基準を改正へ 

� 2943（11/23）

�監査・レビュー�
公認会計士協会関係

GC関連の実務指針４本を改正� 2927（７/20）

第30回研究大会を新潟で開催� 2931（８/24）

「監査提言集」を公表� 2938（10/19）

「会計上の見積り」など監査指針３本を

改正へ� 2942（11/16）

21年度上半期「品質管理レビューの概

要」を公表� 2944（11/30）

監査役等への決定権付与に関し調査�2945（12/７）

その他

監査審査会，検査指摘事例198件を公表�

� 2929（８/３）

金融庁　会計士試験合格者の育成等で中

間報告� 2930（８/17）

〈本誌〉監査法人，上位29のうち18法人

が国際提携� 2933（９/７）

〈本誌〉「事業等のリスク」　第２四半期

での記載方法は？ � 2937（10/12）

監査審査会　21年会計士試験の合格者，

４割減の2,229人� 2945（12/７）

金融庁　会計士試験合格者，当面２千人

程度を提案� 2947（12/21）

�企業動向�
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TDB　09年の上場廃止は110社，過去最

高ペース 2932（８/31）

TDB　09年１～７月・上場会社の監査

人異動は199社 2932（８/31）

国税庁　民間給与実態統計調査の結果を

公表 2936（10/５）

日商　会計基準は「連単分離」を 2940（11/２）

TSR　倒産件数が４年ぶり減少，1.6％

減の7,736件 2940（11/２）

東証　IFRS適用に向け上場会社にアン

ケート 2941（11/９）

東証　四半期開示で上場会社の意識・実

態調査 2941（11/９）

経団連　豪州，IFRSの原則主義は大問

題化せず 2941（11/９）

TDB　返済猶予法案，企業の１割が申

請検討 2942（11/16）

経団連　年末賞与は16％減の75万円 2944（11/30）

経産省　IFRS任意適用睨み企業経営へ

の影響等議論 2945(12/７）

TDB　メーンバンク，全国１位は三菱

東京UFJ 2946（12/14）

東証　ディスクロージャーに関する施策

等を調査 2946（12/14）

�税制・税務関係�
国税庁新長官に加藤治彦氏，「租税回避

に厳正対処」 2931（８/24）

関東信越国税局，新局長に西村善嗣氏

 2935（９/28）

�学会・会計関係団体の動向その他�
米国会計士団体JUSCPAが年次会員総会

開催 2925（７/６）

JICPA,（財）会計教育研修機構の創設

を公表 2927（７/20）

青山学院　会計巡り様々な視点で議論

 2928（７/27）

JICPA東京会　会計士を志す人達への講

演会開催 2929（８/３）

日本監査研究学会　平成21年度全国大会

を開催 2929（８/３）

日本会計研究学会　第68回大会を開催

 2929（８/３）

IFRS対応会議　今後の活動計画を公表

 2934（９/14）

国際会計教育協会　創立10周年記念フォー

ラム開催 2934（９/14）

日本会計研究学会　第68回大会を開催

 2935（９/28）

「内部統制報告制度ラウンド・テーブ

ル」を開催 2936（10/５）

監査役協　第69回監査役全国会議を開催

 2940（11/２）

監査役協　C・Gに係る３つの報告書公表

 2940（11/２）

JICPAで国際教育基準テーマにシンポ開催

 2941（11/９）

明治学院大学　「金融危機を考える」公

開講演会を開催 2941（11/９）

産業経理協　繰延税金資産の回収可能性

が低下 2942（11/16）

日本コーポレート・ガバナンス・フォー

ラム 2942（11/16）

明治学院大学　「金融危機と会計基準」

を巡り斎藤静樹教授が講演 2944（11/30）

第11回ディスクロージャー研究学会開催

 2944（11/30）

�会計・開示�
レポ取引 2925（７/６）

PERと純利益 2926（７/13）

役員報酬の開示 2926（７/13）

ミニファイル
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割賦販売 2927（７/20）

ポイントの会計処理 2928（７/27）

公正価値ヒエラルキー  2928（７/27）

時価概念の拡がり 2929（８/３）

返品調整引当金 2930（８/17）

賃貸等不動産の時価 2931（８/24）

利益の質（QOE：Quality of Earnings）

 2931（８/24）

後入先出法からの変更 2932（８/31）

在外子会社等の外貨換算 2932（８/31）

会計方針の統一と「のれん」 2933（９/７）

総額表示と純額表示 2934（９/14）

退職給付費用と割引率 2935（９/28）

複数要素契約 2935（９/28）

収益計上基準の開示 2936（10/５）

関連当事者取引の開示対象期間 2937（10/12）

収益認識と会計方針の変更 2938（10/19）

IFRS早期適用21社 2939（10/26）

セール・アンド・リースバック 2940（11/２）

会社法と金商法の期ずれ問題 2940（11/２）

セグメント変更と遡及処理 2941（11/９）

会計上の見積り 2943（11/23）

会計方針と表示方法 2944（11/30）

包括利益（Comprehensive Income）

 2944（11/30）

機能通貨 2945( 1 2 / 7 )

遡及適用が不可能な場合 2946（12/14）

独立役員 2946（12/14）

指定国際会計基準 2947（12/21）

減価償却と遡及適用 2947（12/21）

�会社法�
役員報酬の開示 2926（７/13）

会社法と金商法の期ずれ問題 2940（11/２）

�四半期�
リースの四半期開示 2925（７/６）

第５四半期報告書?? 2939（10/26）

四半期決算短信と訂正情報の開示 2942（11/16）

�監査�
退任監査人の意見 2933（９/７）

追記情報 2934（９/14）

四半期決算短信と訂正情報の開示 2942（11/16）

�その他�
賛否の票数 2927（７/20）

上場契約違約金第１号 2929（８/３）

実務従事 2930（８/17）

マザーズと上場廃止基準 2936（10/５）

CESR（欧州証券規制当局委員会） 2937（10/12）

会計士資格の国際化？  2938（10/19）

国際教育基準 2941（11/９）

ＡＯＳＳＧ 2942（11/16）

「意思確認」制度 2943（11/23）

J-IRISS（ジェイ・アイリス） 2945（12/7）

�会計基準等�
企業結合

・「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」について 2931（８/24）

 企業会計基準委員会　主席研究員　秋葉　賢一

金融商品

・「金融商品会計の見直しに関する論点の整理」について 2926（７/13）

 企業会計基準委員会　研究員　関口　智和

財務諸表の表示

■「財務諸表の表示に関する論点の整理」について

解　　説
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　（前編）� 2931（８/24）

� 企業会計基準委員会　（前）研究員　高津　知之

　（後編）� 2932（８/31）

� 企業会計基準委員会　専門研究員　目黒　幸二

収益認識

・収益認識に係る国際財務報告基準（IFRS）の動向� 2926（７/13）

� 企業会計基準委員会　研究員　高津　知之／中根　正文／大和田　貴仁

・「収益認識に関する論点の整理」について� 2938（10/19）

� 企業会計基準委員会　主任研究員　豊田　俊一

退職給付

■退職給付会計のIFRS対応と実務論点

　第１回　退職給付会計を巡る最近の動向とキャッシュバランスプラン� 2937（10/12）

　第２回　IASBを巡る最近の動向と包括利益及びリサイクル� 2943（11/23）

� 有限責任監査法人トーマツ　井上　雅彦

中小企業会計指針

・会計参与から見た中小企業の会計に関する指針（平成21年版）の改正点～工事契約に関す

る会計基準を中心に～ � 2926（７/13）

� あい統合税理士法人　代表社員　上野　弘之

排出量取引

・改正実務対応報告第15号「排出量取引の会計処理に関する当面の取扱い」について� 2928（７/27）

� 企業会計基準委員会　専門研究員　験馬　賢

引当金

■「引当金に関する論点の整理」について

　（前編）	 2937（10/12），（後編）	 2938（10/19）

� 企業会計基準委員会　専門研究員　石原　宏司

その他

・「公正価値測定及びその開示に関する論点の整理」について� 2934（９/14）

� 企業会計基準委員会　専門研究員　嶋田　和洋

�会計実務�
■図解でわかる！Ｍ＆Ａ会計　日本基準とIFRS

　第１回　日本基準とIFRS総論� 2925（７/６）

�あらた監査法人　プライベート・エクイティ・サービス，あらた監査法人　ナレッジ・マネージメント，

PwCアドバイザリー株式会社　ディールアドバイザリー

　第２回　「企業結合」，「事業」，「支配」の定義� 2927（７/20）

　第３回　「取得企業の識別」，「対価の測定日の決定」，「段階取得」� 2929（８/３）

� あらた監査法人　公認会計士　清水　毅／三刀屋　淳

　第４回　「のれん」� 2932（８/31）
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　第５回　企業結合と「無形資産」� 2935（９/28）

� あらた監査法人　公認会計士　清水　毅／山田　雅治

　第６回　持分の増加と減少� 2937（10/12）

� あらた監査法人　公認会計士　清水　毅／金　福実

　第７回　取得に要する支出� 2939（10/26）

� あらた監査法人　公認会計士　清水　毅／公認会計士　一杉　和弘

　第８回　のれんの減損� 2942（11/16）

� あらた監査法人　公認会計士　清水　毅

■ケース・スタディで学ぶリース会計・税務

　第３回　リース取引の判定� 2925（７/６）

　第４回�　所有権移転ファイナンス・リース取引と所有権移転外ファイナンス・リース取引

の分類� 2927（７/20）

　第５回　リース資産の計上価額（リース資産の取得価額）� 2930（８/17）

　第６回　支払リース料の処理と利息の配分基準� 2932（８/31）

　第７回　減価償却の方法� 2935（９/28）

　第８回　所有権移転ファイナンス・リース� 2937（10/12）

　第９回　リース取引の開示（借手側）� 2940（11/２）

　第10回　特別償却� 2943（11/23）

　第11回　リース取引（借手）と消費税� 2946（12/14）

� 税理士　佐藤　仁

■リースの会計・税務の実務対応とIFRSの動向

　第13回	 2928（７/27），第14回	 2929（８/３），第15回	 2930（８/17）

� 有限責任監査法人トーマツ　公認会計士　井上　雅彦

■シリーズ 業種別会計の基礎

　その９　ガス事業

　第１回　ガス事業のビジネスと会計処理の概要� 2925（７/６）

　第２回　ガス事業者の会計処理の詳細� 2926（７/13）

� 新日本有限責任監査法人　電力・ガス業研究会

　その10　不動産業

　第１回　不動産業の事業と会計の概要� 2927（７/20）

　第２回　不動産分譲業の事業と会計の概要� 2929（８/３）

　第３回　不動産賃貸業の事業と会計の概要（前編）� 2930（８/17）

　第４回　不動産賃貸業の事業と会計の概要（後編）� 2932（８/31）

　第５回　不動産分譲業と不動産賃貸業に跨る論点� 2933（９/７）

　第６回　不動産流通事業（販売代理と仲介業）の事業と会計の特徴� 2934（９/14）

　第７回　不動産管理業� 2935（９/28）

� 新日本有限責任監査法人　不動産業研究会／新日本有限責任監査法人　公認会計士　三橋　敏
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　第８回　不動産投資信託（REIT）の事業と会計の概要� 2936（10/５）

� 新日本有限責任監査法人　不動産業研究会／新日本有限責任監査法人　公認会計士　齋木　夏生

　その11　電気事業

　第１回　電気事業会計総論� 2939（10/26）

　第２回　固定資産と資金調達� 2940（11/２）

　第３回　発電費用と収益� 2941（11/９）

　第４回　核燃料の会計処理と引当金� 2942（11/16）

� 新日本有限責任監査法人　電力・ガス業研究会

　その12　ホテル業

　第１回　ホテル業の概要� 2943（11/23）

　第２回　ホテル業の代金回収と収益認識� 2944（11/30）

　第３回　ホテル業の営業費用と固定資産� 2945（12/７）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　三橋　敏

■FASSでマスター！「経理・財務」12か月

　７月　資産・資金

　今週のテーマ：売掛債権管理	 2925（７/６）� 伊藤忠商事株式会社　伊藤　喜美男

　　　　　　　　買掛債務管理	 2926（７/13）

　　　　　　　　現金出納管理	 2927（７/20）

　　　　　　　　手形管理		 2928（７/27）� JFEホールディングス株式会社　藤田　眞

　８月　資産・資金

　今週のテーマ：在庫管理	 2929（８/３）� TDK株式会社　江南　清司

　　　　　　　　固定資産管理	 2930（８/17）

　　　　　　　　有価証券管理	 2931（８/24）� カゴメ株式会社　佐伯　健

　　　　　　　　資金管理	 2932（８/31）� オリックス株式会社　加藤　髙雄

　９月　資産・資金

　今週のテーマ：ソフトウェア管理	 2933（９/７）� カゴメ株式会社　佐伯　健

　　　　　　　　貸付金管理	 2934（９/14）� カゴメ株式会社　佐伯　健

　　　　　　　　社債管理	 2935（９/28）

　10月　決算

　今週のテーマ：月次業績管理	 2936（10/５）

　　　　　　　　 単体決算業務	 2937（10/12）� 日本たばこ産業株式会社　長　誠次

　　　　　　　　 連結決算業務　	 2938（10/19）� 宝ホールディングス株式会社　大下　和己

　　　　　　　　外部開示業務	 2939（10/26）

　11月　資金

　今週のテーマ：債務保証管理	 2940（11/２）� 株式会社きんでん　西田　正郁

　　　　　　　　借入金管理	 2941（11/９）� 宝ホールディングス株式会社　大下　和己

　　　　　　　　税効果会計	 2942（11/16）
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　　　　　　　　消費税申告	 2943（11/23）� 株式会社ニチレイ　中村　隆

　　　　　　　　デリバティブ取引	 2944（11/30）

　12月　税務

　今週のテーマ：外貨建取引管理　　　　　2945（12/７）　　　法人税申告業務　　　　　2946（12/14）

　　　　　　　　連結納税申告業務・税務調査対応		 2947（12/21）

■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Ｑ＆Ａ

　第175回　執行役員と退職慰労金� 2934（９/14）

� 弁護士　小林　公明

■優先株式の評価方法について

　第１回	 2933（９/７），第２回	 2934（９/14），第３回	 2935（９/28）

東京ユナイテッドパートナーズLLP　東京共同会計事務所　公認会計士　中澤　栄仁／小栗　敏晴

・キャッシュ・フロー計算書『間接法』と『直接法』の簡単な作り方� 2926（７/13）

� 宝印刷株式会社　ディスクロージャー研究一部　斉藤　正浩

・金融機関における有価証券の減損基準，緩和の方向へ？ � 2926（７/13）

� 株式会社大和総研　制度調査部　鈴木　利光

・保有不動産に係る会計基準と不動産証券化ヴィークルの計算に与える影響� 2929（８/３）

� さくら綜合事務所　シニアアソシエイト　林　達男／柴田　淑哉

・「資産除去債務」の会計基準～わが社の取組み� 2930（８/17）

� 伊藤忠商事株式会社　経理部長　北村　喜美男

・Q&Aでわかる！「資産除去債務に関する会計基準」� 2930（８/17）

� さくら綜合事務所　公認会計士　中村　里佳

・金融商品の時価等の開示における実務上のポイント

　（前編）　　　　　2944（11/30）　（後編）　　　　　2945（12/７）

� 新日本有限責任監査法人　ナレッジセンター　公認会計士　吉田　剛

・資産除去債務に関する会計基準を巡る実務上のポイント

　（前編）　　　　　2944（11/30）　（後編）　　　　　2945（12/７）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　伊藤　恵子

�開示（金融商品取引法・会社法）�
・「継続企業の前提に関する注記」に係る四半期連結財務諸表規則等の改正について� 2929（８/３）

� 金融庁　総務企画局企業開示課　主任会計専門官　平松　朗／

� 金融庁　総務企画局企業開示課　（前）課長補佐　大橋　英樹

・「第三者割当への対応等に関する上場制度整備の概要と実務上の留意事項」� 2931（８/24）

� 株式会社東京証券取引所　上場部　企画担当　調査役　渡邉　浩司

・平成20年度公開買付届出書一覧� 2932（８/31）

� 大阪経済大学大学院経営情報研究科長・教授　小谷　融／

� 宝印刷総合ディスクロージャー研究　研究員　金井　陵策／

� ディー・ブレイン証券開示審査部長　鈴木　広樹／ SOZO工房取締役パートナー　山本　功／
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� 弁護士　六川　浩明

・「上場制度整備の実行計画2009」に基づく制度改正要綱の公表について� 2941（11/９）

� 株式会社東京証券取引所　上場部　企画統轄課長　下村　昌作

・定時総会前の有報提出について� 2942（11/16）

� 公認会計士　那須　伸裕

四半期関連

・四半期報告書の作成上の留意点（平成21年６月第１四半期提出用）について� 2925（７/６）

� 財団法人　財務会計基準機構　企画部副長　渡部　類

・提出最終チェック（平成21年６月第１四半期）　「四半期報告書」作成上の留意点� 2928（７/27）

� 監査法人トーマツ　公認会計士　山添　清昭

・平成21年６月第１四半期―四半期報告書作成のポイント� 2928（７/27）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　吉田　剛

内部統制関連

・内部統制報告の実態調査結果について【概要】� 2925（７/６）

� 青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘／㈱プロネクサス　プロネクサス総合研究所

・内部統制報告の実態調査結果の分析� 2927（７/20）

� 青山学院大学大学院　教授　町田　祥弘／㈱プロネクサス　プロネクサス総合研究所

・内部統制報告制度の実態分析� 2929（８/３）

� 愛知大学経営学部　教授　盛田　良久／北海道大学大学院経済学研究科　教授　蟹江　章

�監査�
■会計監査12 ヶ月　第３部　「会計士　山中氏の思い」

　その21　2925（７/６），その22　2927（７/20），その23　2929（８/３），その24（最終回）　2931（８/24）

■監査情勢　in　EURO

　第２回　英国編②　　　　　　　2927（７/20）　　　第３回　アイルランド編� 2931（８/24）

　第４回　フランス編①　　　　　2935（９/28）　　　第５回　フランス編②� 2936（10/５）

　第６回　オランダ・ベルギー編　2942（11/16）　　　第７回　EU（欧州連合）編� 2947（12/21）

� 監査法人　アヴァンティア　小笠原　直

・監査報酬の開示―平成21年３月決算―� 2937（10/12）

� 愛知大学経営学部　教授　盛田　良久

・決算短信記載の財務諸表が未監査であることの表示について� 2938（10/19）

� 関西学院大学大学院　経営戦略研究科教授，公認会計士　井上　浩一／

� 関西学院大学商学部　教授　林　隆敏

�国際財務報告基準（IFRS）関係�
■2010年３月期からのIFRS任意適用！　変化するKPIと実務負担

　第１回　2931（８/24），第２回　2933（９/ 7），第３回　2935（９/28），第４回　2937（10/12），

　第５回　2939（10/26），第６回　2941（11/９），第７回（最終回）　2944（11/30）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　原　寛
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■IASBレポート

　IASBが中小企業版IFRSを公表� 2928（７/27）

　金融危機アドバイザリー・グループが勧告を公表� 2930（８/17）

　IASBはIFRS Boardに� 2931（８/24）

　TrusteesのZalm議長がObama大統領に書簡を提出� 2936（10/５）

　EU経済・財務相理事会で金融商品会計の改訂状況を説明� 2940（11/２）

　Tweedie議長の後任人事� 2947（12/21）

■IFRS導入プロジェクトのポイント　インパクト調査実施前の留意点

� 新日本有限責任監査法人　アドバイザリーサービス部　IFRSワーキンググループ

　（１）　2939（10/26）　リーダー　須藤　修司

　（２）　2943（11/23），（３）　2947(12/21)　サブリーダー　川勝　将人

■これがIFRSの注記だ！～欧州会社の事例に学ぶ

　第１回　2939（10/26），第２回　2941（11/９），第３回　2943（11/23）

� 京都監査法人　公認会計士　山田　善隆

■シリーズ　IFRIC委員　鶯地隆継氏に聞く　国際財務報告基準の解釈指針

　第８回　「顧客からの資産の移転」� 2927（７/20）

� 国際財務報告基準解釈指針委員会（IFRIC）委員　鶯地　隆継

■シリーズ　業種別IFRS

　Ⅱ　銀行業� 2928（７/27）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　高木　竜二

　Ⅲ　製薬業� 2931（８/24）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　矢崎　弘直

　Ⅳ　電力業� 2935（９/28）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　白羽　龍三／佐藤　森夫

　Ⅴ　ITソフトウェア業� 2938（10/19）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　鳥飼　順一／公認会計士　大島　崇行

　Ⅵ　自動車業� 2941（11/９）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　吉岡　浩二

　Ⅶ　保険業� 2947（12/21）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　橋上　徹

■会計基準の国際化をめぐる動向

　第16回　連結及び金融資産の認識の中止をめぐって� 2928（７/27）

　第17回　金融商品の分類と測定をめぐって� 2936（10/５）

　第18回　ディスカッション・ペーパー「収益認識についての予備的見解」の検討状況� 2946（12/14）

� あらた監査法人　企業会計研究会

■視点を変えれば見えてくる！ IFRSのフレームワークを読もう

　第１回　2941（11/９），第２回　2942（11/16），第３回　2943（11/23），第４回（最終回）� 　2944（11/30）
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� 中央大学国際会計研究科　教授　高田橋　範充

■詳細解説！　IFRS導入ガントチャート（2015年３月期強制適用ケース）

　第１回　2925（７/６），第２回　2926（７/13），第３回　2927（７/20），第４回　2928（７/27）

� 新日本有限責任監査法人　公認会計士　原　寛

■海外会計トピックス

　FASB：金融債権と貸倒引当金等についての草案� 2925（７/６）

　米国での会計基準統一文書化スタート，企業不正等のその後� 2926（７/13）

　中小法人IFRS，収益認識に関する議論，その他� 2927（７/20）

　IASB：金融商品の処理草案，その他� 2928（７/27）

　SEC：不正会計による返還条項適用第１号，その他� 2929（８/３）

　IFAC：組織体での原価計算の評価と改善� 2930（８/17）

　金融危機と会計的対応，不正の処分� 2931（８/24）

　FASBの動き，公認会計士の資格相互承認，その他� 2932（８/31）

　英米監査人事情，その他� 2933（９/７）

　COSO取締役会でのリスク･マネジメントの役割，その他監査事情など概要� 2934（９/14）

　会計基準設定と圧力，SEC：不正大学，移転価格� 2935（９/28）

　ゴーイング・コンサーン，内部統制監査，IFRS関連� 2936（10/５）

　SEC：小会社の内部統制監査の開始延期，その他� 2937（10/12）

　景気後退と不正会計，IFRS関連� 2938（10/19）

　金融危機と監査人への訴訟，内部統制のコストその他� 2939（10/26）

　英米での「倒産及び不正」に関連したトピック� 2940（11/２）

　IASBとFASB月次で検討，その他� 2941（11/９）

　COSOリスク･マネジメント，IASBとFASBとのIFRS覚書� 2942（11/16）

　IASB：IFRS９号「金融商品」，SEC関連その他� 2943（11/23）

　SarbOxと訴訟，IFRS関連の議論及び不正の増加� 2944（11/30）

　SarbOxの存在意味，サティヤム社の不正調査結果その他� 2945（12/７）

　イスラムの会計，PCAOB関連，不正会計� 2946（12/14）

　内部監査人と不正の関係，英国の監査人事情ほか� 2947（12/21）

� 末広監査法人　飯田　信夫

・IFRSの任意適用に係る連結財務諸表規則等改正案の概要� 2927（７/20）

� 金融庁　総務企画局　企業開示課　主任会計専門官　平松　朗／

� 前金融庁　総務企画局　企業開示課　課長補佐　大橋　英樹

・欧州でのIFRS導入経験～ ICAEW研究報告書を読む� 2929（８/３）

� 青山学院大学大学院　教授　橋本　尚／公認会計士　山田　善隆

・欧州でのIFRS導入経験～英国のIFRS導入経験に関する国連（UNCTAD）報告書を読む 

� 2932（８/31）

� 青山学院大学大学院　教授　橋本　尚／公認会計士　山田　善隆
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・会計制度委員会研究報告第13号　「我が国の収益認識に関する研究報告（中間報告） 

―IAS第18号「収益」に照らした考察―」� 2932（８/31）

� 日本公認会計士協会　会計制度委員会　収益認識専門委員会　専門委員長　松岡　寿史

・「我が国の収益認識に関する研究報告（中間報告）―IAS第18号「収益」に照らした考察―」

を読む� 2933（９/７）

� 公認会計士　山田　善隆

・IFRSソウルコンファレンスについて� 2933（９/７）

� 国際会計基準審議会　理事　山田　辰己

・緊急レポート：2009年米国会計学会年次総会～「会計研究の危機：IFRSと基準の統一」～ 

� 2933（９/７）

� 青山学院大学大学院　教授　福井　義高

・AICPA/IASCFカンファレンス参加記� 2946（12/14）

� 中央大学国際会計研究科　教授　高田橋　範充

・経財時事レポート　IFRS「収益認識会計基準」見直しの動向� 2946（12/14）

�税務・税制関係�
■一問一答：税務会計実務相談室

　今月のテーマ：資本剰余金からの配当を受けた株主の処理� 2925（７/６）

　今月のテーマ：上場株式の減損処理／減損処理後の評価差額金に対する税効果� 2929（８/３）

　今月のテーマ：保有目的別の不動産期末評価と時価開示 � 2933（９/７）

　今月のテーマ：役員賞与� 2936（10/５）

　今月のテーマ：控除対象外消費税の会計処理� 2940（11/２）

■実務Ｑ＆Ａ　会計・税務処理と申告調整

　第29回� 2931（８/24）

� 公認会計士・税理士　鶴田　泰三

・改めて企業会計と税制の関係を考える� 2942（11/16）

� ㈳日本経済団体連合会　経済基盤本部長　阿部　泰久

�インタビュー・対談�
・〈スペシャルインタビュー〉IASBスタッフ・Gavin Francis氏に聴く　公開草案「金融商

品：分類及び測定」� 2939（10/26）

・オーストラリアにおけるIFRSの導入プロセスと日本への提言� 2932（８/31）

� オーストラリア会計士協会　会長　グレッグ・デニス／

� 中央大学国際会計研究科　教授　高田橋　範充

・金児　昭氏に聞く　IFRSの導入と「経理・財務」をはじめ全社員の心構え� 2945（12/14）

・ダフ･アンド･フェルプス（Duff & Phelps） 　Frank　Bollmann氏に聴く

　欧州におけるIFRS関連評価～無形資産評価の実務上の論点� 2947（12/21）

■レポート監査法人最前線！

　第１回　監査法人アヴァンティア� 2936（10/５）
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　第２回　大阪監査法人� 2941（11/９）

　第３回　京都監査法人� 2946（12/14）

■経営財務“サプライズ！”対談　斎藤　静樹　明治学院大学教授　ＶＳ　西川　郁生　

ASBJ委員長

　前編　2929（８/３），後編　2930（８/17）

�その他�
■米国年金・会計レポート

　第１回　「401（ｋ）企業年金制度の知られざるメリット」� 2927（７/20）

　第２回　「401（ｋ）手数料開示問題」� 2931（８/24）

　第３回　米国で進む「Pension Dumping」（年金放棄）①� 2934（９/14）

　第４回　②　　　　2937（10/12）　　　第５回　③　　　2938（10/19）　第６回　④� 2940（11/２）

　第７回　⑤　　　　2943（11/23）　　　第８回　⑥� 2945（12/７）

� 中立系年金コンサルティングファームIICパートナーズ　顧問　内田　博史

■コーポレート・ガバナンス　365日

　第７回　コーポレート・ガバナンス概論　その１� 2930（８/17）

　第８回　コーポレート・ガバナンス概論　その２　監査論から� 2935（９/28）

　第９回　コーポレート・ガバナンスと新政権� 2946（12/14）

� 横浜市立大学　国際総合科学研究院　特別契約教授　大西　又裕

■会計と数学の狭間で

　第27回　有意水準� 2928（７/27）

� 愛知工業大学　教授　岡崎　一浩／札幌西高等学校　教諭　正田　隆之

■会計不正の防止と発見

　第１回　汚職・腐敗と闘う� 2928（７/27）

　第２回　汚職・経営者賞与の返還命令� 2931（８/24）

　第３回　ポンジー・スキームは続く � 2934（９/14）

　第４回　公共の利益（Public Interest）� 2936（10/５）

　第５回　FinCENとモーゲージ・ローン不正� 2943（11/23）

　第６回　Whistleblower� 2947（12/21）

� ハリー・ウィンストン・ジャパン㈱　濱田　眞樹人

・XBRLレポート～世界の最新事情� 2927（７/20）

� 宝印刷株式会社　XBRL Japan　開発委員会　委員長　塩崎　直

・「財務報告の変革」� 2934（９/14）

� 早稲田大学　教授　広瀬　義州

・「国際会計教育シンポジウム」報告� 2942（11/16）

� 青山学院大学　大学院教授　橋本　尚

・「第１回プロネクサス懸賞論文」の受賞作品決定� 2947（12/21）

� 株式会社プロネクサス　懸賞論文事務局
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�コラム・書評等�
■現代会計時評

　第７回　変わる財務諸表の様式� 2927（７/20）

　第８回　「公正な会計慣行」が争われる　―旧長銀事件を振り返って―� 2932（８/31）

　第９回　負の「のれん」の正体と会計処理� 2934（９/14）

　第10回　金融商品会計基準の改定案をどう見る� 2936（10/５）

　第11回　現代会計の変容をどう見る　―いくつかの視点―� 2940（11/２）

　第12回　会計・法科大学院の理念と現実―問われる制度設計のあり方―� 2947（12/21）

� 駒澤大学　教授　石川　純治

■現代会計論考

　第３回：売上に直結した取引と独立した取引� 2928（７/27）

　第４回：「会計上の保守主義とIFRS」� 2931（８/24）

　第５回：会計基準はルール型から原則型へ� 2933（９/７）

　第６回：ドイツ商法における無形資産会計の見直し� 2939（10/26）

　第７回：金融負債の時価評価益� 2942（11/16）

　第８回：これからの会計倫理� 2945（12/７）

� 立命館大学　教授　藤田　敬司

■書評

・都　正二・手塚　正彦著　「減価償却がわかる」� 2930（８/17）

� 青山学院大学大学院　教授　片山　英木

・米山　正樹著「会計基準の整合性分析―実証研究との接点を求めて―」� 2931（８/24）

� 駒澤大学　教授　石川　純治

・斎藤　静樹著『会計基準の研究』� 2932（８/31）

� 青山学院大学大学院　教授　福井　義高

・橋本　尚・山田　善隆著『IFRS会計学基本テキスト』� 2937（10/12）

� 国際会計基準委員会財団評議員　中央大学大学院教授　藤沼　亜起

・八田　進二編著『会計・監査・ガバナンスの基本課題』� 2939（10/26）

� 元　金融庁　参事官／現 消費者庁審議官　羽藤　秀雄

・八田　進二著『会計プロフェッションと監査～会計・監査・ガバナンスの視点から～』 

� 2940（11/２）

� 金融庁　総務企画局　企画課長　池田　唯一

・八田　進二監訳『内部統制システム　モニタリングガイダンス』� 2941（11/９）

� 金融庁　総務企画局　企業開示課長　三井　秀範

・藤田　敬司著『Ｍ＆Ａの会計システム』� 2944（11/30）

� 公認会計士　大西　寛文

・池田唯一・三井秀範監修『新しい公認会計士・監査法人監査制度』� 2946（12/14）

� 青山学院大学大学院　教授　八田　進二
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・八田　進二編『21世紀　会計・監査・ガバナンス事典』 2947（12/21）

 衆議院議員　塩崎　恭久

■TOPICS EYE

　IASBへの解釈確認　第１号案件は「退職給付信託」 2944（11/30）

■ハーフタイム

　予知能力 2927（７/20）

　「重要な欠陥」の告白と対策 2930（８/17）

　グローバリゼーションと度量衡・会計基準の統一 2938（10/19）

　ジャンケンポンから新たなゲームへ 2942（11/16）

　仕分けの訳 2947（12/21）

■私の原典

　「山岡荘八　徳川家康」 2925（７/６）

 住友商事株式会社　特別顧問　島崎　憲明

　「高坂正堯　海洋国家日本の構想」 2926（７/13）

 新日本製鐵株式会社　財務部部長　都　正二

　「プロジェクトX ～挑戦者たち～編NHK「プロジェクトX」制作班」 2928（７/27）

 伊藤忠商事株式会社　経理部長　北村　喜美男

　「津本陽　椿と花水木」 2929（８/３）

 株式会社ニチレイ　財務部長　中村　隆

�重要法令等�
・我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）企業会計審議会 2925（７/６）

・中間監査基準及び四半期レビュー基準の改訂に関する意見書 2929（８/３）

・「継続企業の前提」に関する中間監査手続（概要） 2929（８/３）

・「継続企業の前提」に関する四半期レビュー手続（概要） 2929（８/３）

・「四半期財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成21年７月８日公布，内閣府令第41号）の新旧対照表 2929（８/３）

�企業会計基準委員会�
・「収益認識に関する論点の整理」の公表 2938（10/19）

・収益認識に関する論点の整理 2938（10/19）

�その他�
・平成21年３月期・内部統制報告書「重要な欠陥」及び「意見不表明」の事例一覧 2926（７/13）

�訂正�
・「内部統制報告の実態調査結果の分析」（2927号） 2929（８/３）

・「会計基準の国際化をめぐる動向　第17回」（2936号） 2937（10/12）

・目次（2938号） 2939（10/26）

資料・訂正


